
 

Ⅵ．外部評価者の意見のまとめと分析  
 
 
 本章では，外部評価委員会で委員の方々からご指摘いただいたご意見・コメント・ご議論を，

その主旨に従って改めて項目別にとりまとめた．また今後に向けた提案・課題等に防災研究所

として速やかに対応するために，対応方針や計画を練る主たる委員会を同定した．これら委員

会はすでに作業を開始しており，できるだけ早い機会にその成果を提示したいと考えている． 
 
（１） 防災研究所の組織・運営について 
［評価・期待］ 
＜全般＞ 
○独立行政法人化後の厳しい情勢の中で，防災研究所は大変よくやっている． 
○これまでの組織･運営のしくみは特に大きな問題点なく推移してきたように思える． 
○防災研究所の役割が極めて重いことを認識し 2005 年には 5 研究部門 6 センター4 研究グループ制

に改組して，非常に幅広いこの分野を適切にカバーしつつ研究・教育を進め，世界に開かれた大

学として国際交流を積極的に進めており，当初の目的を充分に果たしたと評価できる．組織の運

営も所長の下にそれぞれ将来計画検討，研究・教育，対外広報を担当する 3 副所長を配し，うま

く運営されている． 
○30 数名の教授からなる組織において三名の副所長を配置していることは執行部体制の強化という

面で高く評価できる． 
 
＜特筆すべき点＞ 
○前回の外部評価で少ないと指摘された博士号取得者の数でも，Ｈ9－13 年度の 5 年間で 61 名であ

ったものがＨ14－18 年度の 5 年間で 93 名と大幅に増えた．大学附置研究所であることを考えると

これは特筆すべきものである．社会人学生や留学生数の増加を図るなどの組織的取り組みの結果

なのか． 
○防災研究の共同研究拠点機能を組織として十分に果たしている． 
○教員の公募は適切に運用され，内外に人材を求めていることが確認できる．  
 
［提案・課題］ 
＜組織体制と運営＞ 
○三名の副所長という執行部体制の場合，所長一名体制に比べて物事の決定プロセスが調整型に

なりすぎないよう配慮されたい．大きな方向転換を図る場合には多少の不協和音を乗り越え

るために所長のリーダーシップに大きなプライオリティをおいた運営方式の方が望ましい場

合がある． 
○防災事業の主たる当事者は行政機関であるため，研究成果が政策・行政施策に反映されるこ

とが前提である．経営組織や外部評価に行政の防災担当関係者を入れることも一つの経営方

法と考えられる． 
＜地震・火山予知研究の組織＞ 
○平成 22 年度から，これまで独立に展開してきた地震予知・火山噴火予知研究が統一的プロジェク



 

トとして推進されることになっている．この流れをうけて，地震・火山グル―プの組織を見なお

す必要はないであろうか．人材の交流も含めて検討の余地があるかもしれない． 
→将来計画検討委員会 

＜教育分野＞ 
○防災学の次代を担う後継者の育成は喫緊の課題である．博士号取得者の数がＨ14－18 年度の 5 年

間で 93 名というのは，増加に対する努力は評価できるが，絶対数では教授 34 名，准教授 31 名と

いう陣容からすると決して多いとは言えない．これまでの取り組み結果を分析したうえで，さら

なる増加を目指して，一層の努力を期待したい． 
→研究・教育委員会 

＜人事＞ 
○助教・准教授の任期制（再任有）導入は考えられないか．防災研のよい研究環境を 10 年程度の任

期で多くの人に経験してもらう事で防災研のネットワークが広がる事が期待できる．人を増やす

のは難しいであろうから． 
○防災研での研究環境を広く全国の研究者が享受できるような内地留学的システムをより充実する

ことを期待する． 
○助教については，完全公募にはしていないとのことであるが，できない状況もわかるので，その

理由を何らかの形で公開したほうがよい． 
○20 年度の学位授与機構による評価結果を受けて作成される第 2 期中期計画の中では定員管理など

いっそう厳しくなることが予想される．また，今後も就学人口の減少傾向が続く中で，大学教員

採用可能数の見直しも行われるであろう．そのような状況の中で，これまで防災研究所が採用し

てきた部門・センターごとにほぼ固定していた定員枠についてはかなりの規模で見直す必要が生

じる可能性がある．そのような事態に対処するためには，部門・センターの枠を超えた人事構想

を取り扱う仕組みが必要であろう．常に研究所の将来構想との関連でどの分野に定員を配置する

かなどを考慮する機能を持つ必要があると思われる． 
○技術職員には専門的職能が求められ人材育成に年限を要する．しかし，近年，職員の定員削減が

進んでいるため，新規採用時から技術を修練し一人前の技術職員にまで育成できるだけの人材資

源の余裕がない．限られた定員の中で技術職員の能力を維持するためには，社会の関係諸分野か

ら中途採用による即戦力をリクルートすることも一つの有効な方策と考えられる． 
○団塊世代の退職時期に遭遇し，防災研究所でも技術職員の世代交代の時期を迎えていることと思

われる．最近の経済事情を反映して，優れた技術や経験を有する人材が恒常的な職を求めている

という状況が存在する．さらに昨今博士取得者が急増したこともあり，博士取得者が技術職員と

して就職することも十分にあり得る．このような部分から優れた技術職員を確保することができ

れば，研究所の使命を果たす上で強力な戦力となり得るであろう．しかし，技術職員の給与体系

が旧態依然としており，中途採用に関しても低給与でしか雇用できないなど，優秀な人材を採用

するには困難な状況が存在する．全国の研究所が結束して技術職の待遇改善の方策を探り，優秀

な技術職員を確保できる状況を作り出すことは出来ないか． 
→財務委員会，将来計画検討委員会 

＜隔地施設＞ 
○地方の観測所の運営との関連では，その地域に開かれた研究所施設にすることにより，当該地方

自治体からの協力も得られるようにすることを考慮すべきである． 
○西日本の 15 箇所に配置した地震，火山，地すべり，水理，海象，砂防等の実験所・観測所は，共



 

同利用施設として他にはない極めて貴重な財産だと思う．特にこの分野の研究には長期間のデー

タ蓄積が必要なこと，近年フィールドに根ざした教育研究を行う機会が減ってきていることなど

から，その重要度はますます高まっているといえる．これらの貴重な施設を active な形で存続さ

せ，有効活用をはかるよう努力していただきたい． 
○多くの大規模な隔地施設を擁する防災研究所は，日本にとっての財産である．全国共同利用施設

としてこれを維持するために，京都大学だけではなく国立施設として国も京都大学のパートナー

として維持管理システムを構築しなければならない．大潟波浪観測システム撤去工事のように，

京都大学が概算要求で対応するばかりではなく国の補助事業として大学研究施設の維持管理を戦

略的に実施することが必要と考える． 
→将来計画検討委員会 

＜民間の利用促進＞ 
○施設の利用規程上，可能かどうか承知しないが，民間機関による施設利用の促進についても検討

して頂ければと考える．もし，それが現行ルールでも可能であれば，必ずしも民間の施設利用が

活発とは言えないので，促進することを検討頂きたい． 
→将来計画検討委員会 

＜他分野との連携の組織化＞ 
○災害発生時の救命，災害後の中長期にわたる心身ケアなど，人命救済は防災・減災の最優先項目

である．加えて，健全な経営が困難な状況にある人工林・農地は単なる産業施設ではなく流域の

構成要素であり，それらの管理・運用は土砂災害・洪水など災害をもたらす自然現象への影響因

子である．出水時の流木被害，氾濫許容の治水，有休農地への一次貯留など営農・営林や土地利

用形態は洪水災害と無縁ではない．工学・理学・情報科学に加えて医療系，農林系の研究科・専

攻との教育研究上の連携も必要である． 
○｢災害を風化させない｣ということが叫ばれるのは，人々の意識の中で災害の風化が着実に進行し

ていることの裏返しでもある．規模の大きな災害ほどリターンピリオドが長く，災害情報を新鮮

な状態で維持することが難しい．以上二点からも歴史災害研究の重要性は明らかであり，個人レ

ベルに限らず研究組織にこの種の分野を位置づけることも考えてほしい． 
→将来計画検討委員会，研究・教育委員会 

 
 
（２） 防災研究所の研究活動について 
［評価・期待］ 
＜全般＞ 
○防災研究の草分けとして，京都大学防災研究所は常に他をリードし，大変よくやっている． 
○活発な研究活動が展開されていることは外部評価会議の資料からもうかがい知ることが出来る． 
○地震火山の分野では，防災研究所の教員はフィールドに根ざした研究を中心にして非常に立派な

研究業績をあげてきたという認識をかねてから持っていた．今回外部評価から，それは地震火山

の分野に限ったことではなく，全体が高いレベルの研究活動をしていることが理解できた．査読

付論文の数が一人当たり 3 編程度であるというのはその表れである． 
○防災研究所の研究業績が世界第 1 級であることは自明であり，多くの貴重な研究成果を国内外に

間断なく発信しているといえる． 
 



 

＜特筆すべき点＞ 
〇科学研究費補助金の申請率が 100%であり，採択率が 50%であるのは評価できる．支援体制がある

程度できているようだが，今後とも続けてほしい． 
〇完全査読付論文が年に一人あたり 3 編程度との事であり，評価できる． 
 
［提案・課題］ 
＜成果の公表＞ 
○更に積極的に国際誌への投稿が行われることが期待される．研究機関の評価を公表論文の数だけ

で行うべきでないことは十分承知しているが，学位授与機構による評価も含め国際誌へ公表した

論文数が評価軸の中心にあるという現況では，それなりの努力をせざるを得ないであろう．年報

に優れた成果が公表されていることは理解しているが，研究所が大学の中で存在感を保ち続ける

には，よりサーキュレーションのよい雑誌へも研究成果を公表することも必要であろう． 
○年報が研究所を代表するものなら，その分野の研究に影響を与えるようなもの，その分野で活用

されるようなものなど研究所の評価が上がるものを選んで掲載する．防災行政，防災技術をリー

ドできるようなものが望ましい．上記以外の個人の主張の強いもの，萌芽的なもの，若手の研究

は学会誌に投稿するように誘導する． 
○年報では項目だけでなくデータの公開や提供の呼び掛けまでつなぐといい．昔の年報はデータを

詳しく示していた．研究の引用だけでなくデータの引用も実験系や観測系では有効となるのでは

ないか． 
○災害調査は最近，学会や大学の一番乗り争い的な雰囲気がある．一番乗りしてメディアに露出す

る事も必要だが，調査のレベルで勝負して欲しい．防災研究所の災害調査は報告書が素晴らしい

というのが一番いい． 
○完全査読付論文が年に一人あたり 3 編は評価できるが，これは研究所全体の平均であり，各セン

ター・部門ごとに見たらそのバラツキはどうなるのか．また，国際雑誌，国内雑誌，そのほか，

で分類したらどうなるのか，分析して対策を考えるべき． 
→ 研究・教育委員会，対外広報委員会，自己点検・評価委員会 

＜アウトリーチ活動＞ 
○よい研究をすることがもっとも大切．それが外から見えなければならない．アウトリーチ，PR な

どが本来なすべき仕事を圧迫しないようにすべき． 
〇つくば市の防災科研や活断層センター，産業総研地質調査所などは，多くの有益な防災情報を日

常的に発信している．防災研究所は災害調査結果や成果，観測データを適宜発信しているが，防

災教育・研究に役立つ普及的な発信も期待したい． 
→対外広報委員会 

＜研究活性化への組織的取組＞ 
○研究活動のさらなる活性化をはかる努力を期待したい．その一つの方法として，せっかく広い分

野にまたがる多数の研究者を擁しているのだから，それらの研究者間での共同研究を積極的に推

進するなど，この利点を充分に活用した研究活動の展開をはかることを検討して欲しい．おそら

く，防災研究所が企画する共同研究「特別事業」はそれを目指したものなのであろうが，この事

業についてきちんとした評価分析をした上で，さらなる活性化への努力を期待する． 
○防災研究所の研究（人・施設／フィールド・情報）に魅力を感じて院生や海外の研究者が集まっ

てくるのが望ましい． 



 

→将来計画検討委員会，研究・教育委員会 
＜研究成果の相対比較＞ 
○研究所・研究センターは研究を本務とするため，それらに所属する教員は研究科・学部など教育

部局所属の教員よりも多くの時間を研究に割くべきであり，より多くの研究成果を出すことが研

究部局所属教員の使命であると考える．防災研究所と他大学の業績を比較すれば前者が優位であ

ることは明らかであるが，研究所機能を客観的に評価するために，京大内の関連教育部局との業

績比較をして頂きたい．研究所に配属される学生数はかなり少ないと考えるが，もしそれが原因

で研究科・学部より防災研究所の業績が劣るとすれば，防災研究所に配置された教員人材・研究

施設がその能力・性能を発揮できるようにまでシステムや仕組みが追随しておらず，学生配置が

研究活動の律速因子であることの証左となる．その場合には世界一級の教員と施設を要する防災

研究所に，より多くの学生（学部生も運用面で配属数を増加させる）が配属されるように学内的

措置が必要と考える．評価者の組織では研究センターと研究科教員に同じ学生数を配属している

にも関わらず，残念ながらセンターの方が研究業績優位というような状況にはなっていない．  
→自己点検・評価委員会，研究・教育委員会 

 
 
（３） 全国共同利用研としての役割・研究ネットワークの構築について 

ならびに共同利用・共同研究拠点申請について 
［評価・期待］ 
＜全般＞ 
○様々な制約がある中で，京都大学防災研究所は大変よくやっている． 
〇全国共同利用については，今後とも継続することが期待される． 
○拠点への申請は当然である． 
○全国共同利用研として多くの共同研究を推進してきたことは評価に値する．特に，2 年間の継

続申請を認めている点は，短期間の研究では成果が見えにくい自然災害などの研究を推進す

る上で重要だと考える． 
○自然災害と総合防災に取り組む唯一の大学附置研究所であり，これまでも開かれた運営体制

の基に共同利用研究所として共同研究を推進し，全国の防災研究の中核的役割を果たしてき

た実績から，防災研究所が共同利用・共同研究拠点になるのは当然のことであるし，また，

その責をきちんと果たして欲しいと，所外の多くの研究者が共通して認識している． 
○申請書（案）に記述してある目的・計画・体制はおおむね妥当と思われる．今後も，申請書

（案）に記述してある通り，防災研究におけるわが国のプレゼンス向上に最大限努めて欲しい．

さらには，わが国における防災研究のプレゼンス向上にも力を発揮して欲しい． 
○共同研究が広く展開され施設の共同利用状況が良好である．特に，共同研究の採択実績を見

る限り，京都大学の元教員など関係者に偏ることなく，真の意味で外に開かれた共同研究を

実施していることがわかる．また，共同研究・研究集会など防災研究の拠点機能を十分に果

たしている． 
 
＜特筆すべき点＞ 
○私に関係する分野では，火山活動センターによる共同研究は特筆すべきものがあると考える．

アクセスが比較的容易な火山として，ほぼ連続時に活動している桜島火山は日本の火山学に



 

とって最良の野外実験場といってもよいが，火山活動センターは地質から地球物理観測に至

るまでの広い分野での共同研究を実施して，日本の火山学の底土げに重要な貢献を行ってき

た． 
○火山活動センターは，国内の火山研究グループの実験場としてインドネシアの活動的火山を

位置づけ，同国との共同研究を進めてきているが，これは長年にわたってインドネシアの火

山観測グループとの緊密な関係を育んできたセンターの努力があったからこそ実現したもの

であり，我が国の火山観測研究のレベル引き上げに重要な役割を果たすと考えられる． 
○研究課題の公募の，４）特定研究集会，および６）施設・設備利用型共同研究は良いと思う． 
○防災研究所はその名称を変えることなく減災を研究主軸に位置づけ，総合防災グループを編成す

るなど，自然現象が引き起こす直接災害だけではなく，人文・社会要因が引き起こす二次的・間

接災害への取り組みを追加した総合防災の研究機関へとシフトしてきたことは大きく評価される． 
 
［提案・課題］ 
＜体制・組織＞ 
○共同研究は活発に行われてきたと思う．5 年の中でも，もう少しやり方に工夫（試み）があっ

ても良かったかもしれない．共同研究等の数が多すぎはしないか． 
○施設の利用規程上，可能かどうか承知しないが，民間機関による施設利用の促進についても

検討して頂ければと考える．もし，それが現行ルールでも可能であれば，必ずしも民間の施

設利用が活発とは言えないので，促進することを検討頂きたい．[この項再出] 
○共同利用施設として再編されて間もないために既存の組織枠組みを前提とした構想になって

いると考えられるが，社会と自然の変動が顕著にあらわれる中で，斬新な組織構成，あるい

は変動に応じてアダプティブに運用できる部局があってもよいと考える． 
○共同研究に共同研究者が支出した経費も尋ねてデータとして記録すべき．予算をばら撒くだ

けでは面白くない． 
○すでに論文としてまとめた研究の基礎データなどを公開すべき．研究所の PR になり，共同研

究をしたくなるように誘導するきっかけにもなることが期待される． 
○通常の執行部組織と拠点運営員会との機能面での違いが明確でない．また教授会の役割が図

的には小さく見えるが，機動性を重視するためにはこのような構成にならざるを得ないのか． 
→将来計画検討委員会，研究・教育委員会 

＜研究テーマの選択＞ 
○社会科学的なアプローチは，テーマによるが最適な人と，その時々に必要に応じて共同する

のが良い．内部に取り込むと，その人に合わせて研究課題を選定する事になりかねない．こ

れは，環境についても同様と思う． 
○環境については，なぜ防災研でと感じる課題が見受けられる．あくまでも防災に関連したテ

ーマが防災研を分かりやすくするのではないか． 
○一般共同研究でも防災研の既往のデータの活用するものを優先して良いと思う． 
○総合的な防災研究拠点を目指した構想となっているが，社会科学への研究展開は記載されて

いるものの人文科学分野の記載が若干希薄なように見える．旧帝大の中で文理両分野でバラ

ンスがとれているのは東京大学と京都大学だけであり，その他の旧帝大は総合大学でありな

がら理系に偏重した構成になっている．学内だけでも総合的な防災研究所が実現できる

resource があるという京都大学の利点を生かし，研究所の総合化を目指して頂くことを期待す



 

る． 
→将来計画検討委員会，研究・教育委員会 

＜若手の育成＞ 
○一般大学では助教定員がほとんどなく，若手研究者を時間をかけて養成することはできない．現

在では，かつての助手に代わる制度としては学振特別研究員くらいしかないので，Dr.やポスドク

対象の研究助成を防災研究所で設置することも必要である．共同研究プログラムが科研費に相当

するとすれば，学振に相当するような若手研究者育成プログラムを設置すれば，研究所の共同性

をさらに強化することができるのではないであろうか． 
→研究・教育委員会 

＜共同研究の展開，連携，ネットワーク作り＞ 
〇研究ネットワークについては，とくに地方の観測所を抜本的に改組して，地域に開かれた，

防災研の窓口にすべく人材の配置も考慮すべきである． 
〇最近では，各地方の大学に，「防災センター」とか「危機管理センター」などが多くできつ

つあり，それらとのネットワークが築かれることが期待される． 
○総合的な防災研究を実質化するために，個別研究の深化に加えてマルチメジャーの研究者を育成

するなど複数分野の同化を進めて，防災研究分野を再編して頂くことを期待する．その際には災

害関連の国や他大学の主軸研究所（地震研，防災科研，etc.）とのさらなる連携強化によって各研

究機関の機能分担を戦略的に進めてほしい．共同利用・共同研究拠点構想においても防災研究所

の総合性をセールスポイントとしている．さらに，防災研究所を含む全国の大学に設置された小

規模研究センターが有機的に連合する場合の幹事研究機関の役割を果たし，あるいは全国規模・

国際規模の研究活動を進める場合のハブ機能をさらに高めて頂きたい． 
○滞在型共同研究，すなわち地方自治体，民間，独法等からの内地留学の受け入れを待つだけ

ではなく，一本釣り的に勧誘するのが良い． 
→将来計画検討委員会，対外広報委員会 

＜国際ネットワーク＞ 
○アジアへの展開は良いが，研究者を受け入れて育てることを優先する．そうでないと，時間

を取られて成果が上がらない，肝心の国内の研究も中途半端になる可能性がある．適切な分

野，センターが対応するのが良い． 
○海外にサテライトを考えてはどうか．海外の大学の一部屋をベースとし，教員を送って共同

研究を行い，学生を指導する． 
→研究・教育委員会，対外広報委員会（国際交流専門委員会） 

＜自然災害研究協議会＞ 
○自然災害研究協議会は，研究班で大きな予算を持っていた時に比べると小さくなってしまっ

た．地方大学の地元連携の一つとして防災調査や対策への関与が取り上げられる．地元を立

てる傾向になっているが，世話役も仕方ないだろう． 
○自然災害研究協議会については，京大防災研だけの問題でなく，参加している各大学や独立行政

法人防災科学技術研究所，日本自然災害学会などを含めて，わが国の防災研究に責任を負ってい

る組織全体の問題であるので，全体で議論できる場を作っていただくことが必要である．  
→将来計画検討委員会，研究・教育委員会 

 
 



 

（４） その他のコメント 
＜アウトリーチ・自治体との連携＞ 
○政策に反映し得る学術成果を発信することは，学術機関の重要な使命であるが，防災研のミッシ

ョンを国や地方自治体の防災施策への｢助言｣に限定するのではなく，トップレベルの大学附置研

究所として政策｢提言｣にまで踏み込む機能を期待したい．防災研の教員の多くが個人レベルで政

策に大きく貢献していることは周知であるが，優れた研究者の集う場であるばかりでなく，研究

所が組織的に政策提言機能を有することによって法令改正にもつながる大きな社会的影響力を発

揮できる．現在の日本社会においては学術の影響力が脆弱すぎるので，学術機関の社会的影響力

が過大であることを懸念する必要はない．防災研究所のように大きな組織力を持つ大学・研究所

には，防災分野での学術会議的機能を担うことを期待する． 
○学術成果に基づく提言先は国だけではなく，むしろ防災・減災業務の直接施行者である市町村自

治体でもある．防災研からの発信影響力が自治体に効果的に及ぶように国と協力することが必要

である． 
○｢社会への情報発信｣は，研究所から社会に向けた一方向ではなく，双方向であるべきである．し

かしながら，例えば，単に災害認知社会を醸成するための啓発・啓蒙活動は，防災研究所ではな

く行政の仕事であり，行政ができる業務までを防災研究所が担う必要はない．研究所の広報は学

術成果に基づいた成果に限定し，研究成果の社会への還元とみなされるものに特化した情報発信

に心がけて頂きたい．その際には，技術的・専門的知見を社会に翻訳するインタプリタとしての

役割を果たすことを期待する．社会への情報発信に専念するばかりに，学術という大学本来の使

命から離れたイベント機関に陥る事例が他大学に見られ，例えば，｢社会への情報発信｣自体も防

災研究の対象とすること，発信が社会への直流ではなく交流であるための方策に関する社会科学

研究も検討頂ければ，他に類を見ない総合的な防災研究機関が実現すると考える． 
○防災研の成果は一般市民に知らせるのも良いが，本来は防災行政に反映されるべき．分野による

と思うが，防災研の研究成果で，防災行政に当然採用されるべきものが採用されていないケース

も見受けられる．個人ベースで内閣府の委員会に関係するのも必要だが，関係省庁，消防研，土

研，国総研，森林総研などとの定期的な情報交換も良いかもしれない．競争的資金も良いが，こ

れら独法からの委託研究を仕掛ける事も安定的な予算確保として考えられる． 
→将来計画検討委員会，対外広報委員会 

＜維持管理＞ 
○宇治川のラボラトリーを見学した際に施設の電気代の予算が予め確保されていないため，研究者

がそれぞれの研究費の中から拠出しあって対処しているということであったが，そこまで予算の

制約に研究の現場が追い込まれていて，いいのだろうかと疑問に思った． 
○予算上の制約からということで，敷地内のあちこちが草ぼうぼうのままになっていた．オープン

キャンパスで訪れた見学者のアンケートにも，草刈りに対する抗議が寄せられていたとのことで

ある．地域の人々にとっては，研究所は誇りの対象であってほしいし，よい環境の中でこそいい

研究ができるのではないか．施設のメンテナンスを研究者の負担にすることのないような条件整

備をお願いしたい． 
→財務委員会，将来計画検討委員会（施設設備専門委員会），安全衛生委員会 

 
 

以上 




